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平成 14年度｢建設技能労働者の就労状況等に関する調査｣について 
 

１．調査目的 
 
本調査は、建設工事現場で働く建設技能労働者の労働条件、労働環境、職業訓練

の状況等を正確に把握し、建設産業の発展に役立てることを目的とする。 

 

２．調査の設計 
 
(1) 調査概要 
本調査は、（社）全国建設業協会及び建設労務安全研究会に協力を依頼し、（社）

全国建設業協会は各都道府県建設業協会の会員企業である総合工事業者を対象

に、建設労務安全研究会は会員企業である総合工事業者を対象として、これら総

合工事業者の建設現場において、調査日当日に現場で作業を行っている技能労働

者に対し、昼休み等の時間を活用してアンケート調査を実施したものである。 

各団体の調査予定対象数を以下に示す。 
 

・（社）全国建設業協会に加盟する都道府県の建設業協会加盟企業の現場 

予定現場数  ：264 カ所 

予定対象者数：5,903 名 
 

・建設労務安全研究会加盟企業の現場 

予定現場数  ：120 カ所 

予定対象者数：5,229 名 
 
(2) 調査内容 
建設技能労働者の就労状況 

 
(3) 調査時期 
平成 14 年 11 月～平成 15 年２月 

  

３．回収状況 

・全体         現場数：336 カ所 調査票回収数：8,841 通 

・（社）全国建設業協会 現場数：220 カ所 調査票回収数：4,414 通 

・建設労務安全研究会  現場数：116 カ所 調査票回収数：4,427 通 
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調 査 結 果 の 概 要 

Ⅰ．回答者の属性の概要 
１．年齢 

年齢階層は「50～54 歳」が最も多く、次いで、「30～34 歳」と「25～29 歳」の階層

が多い。また、50 歳以上は全体の 31％を占めている（図表１）。 

図表１ 年齢階層 
n=8,762

25～29歳
13.7%

30～34歳
13.9%

35～39歳
9.3%

40～44歳
9.7%

45～49歳
10.8%

50～54歳
14.5%

65歳以上
2.1%

20～24歳
9.0%

55～59歳
8.9%

60～64歳
5.5%

15～19歳
2.7%

 

回 答 者 数 構 成比
1 5～ 1 9歳 2 3 8 2 . 7
2 0～ 2 4歳 7 8 5 9 . 0
2 5～ 2 9歳 1 , 2 0 1 1 3 . 7
3 0～ 3 4歳 1 , 2 1 5 1 3 . 9
3 5～ 3 9歳 8 1 5 9 . 3
4 0～ 4 4歳 8 4 7 9 . 7
4 5～ 4 9歳 9 4 8 1 0 . 8
5 0～ 5 4歳 1 , 2 6 7 1 4 . 5
5 5～ 5 9歳 7 8 0 8 . 9
6 0～ 6 4歳 4 8 5 5 . 5
6 5歳 以 上 1 8 1 2 . 1
計 8 , 7 6 2 1 0 0 . 0  

２．性別 

回答者の性別は「女性」の 133 人に対し、「男性」が 7,860 人と大多数を占めてい

る（図表２）。 

図表２ 性別 

n=7,993

男性
98.3%

女性
1.7%

 

回答者数 構成比
男性 7,860 98.3
女性 133 1.7
計 7,993 100.0

 
３．従業上の地位及び雇用形態 

従業上の地位（雇用形態）では、「建設会社（常雇）」が最も多く、65.3％を占めて

いる（図表３）。 

図表３ 従業上の地位（雇用形態） 

n=8,034

建設会社
（常雇）
65.3%

その他
4.2%家族

従業者
2.8%

一人親方
8.7%

自営業主
7.7%

建設会社
（臨時雇）
5.1%

建設会社
（日雇）
6.2%  

回答者数 構成比
建設会社　（合　計） 6,154 76.6
　建設会社（常　雇） 5,250 65.3
　建設会社（日　雇） 498 6.2
　建設会社（臨時雇） 406 5.1
自営業主 622 7.7
一人親方 699 8.7
家族従業者 222 2.8
その他 337 4.2
計 8,034 100.0  
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４．職位 

回答者のうち「職長（世話役・班長等）」は 2,442 人で約３分の１を占めている（図

表４）。 

図表４ 職位 

n=7,372

その他
66.9%

職長
（世話役・
班長等）
33.1%

 

回答者数 構成比
職長（世話役・班長等） 2,442 33.1
その他 4,930 66.9
計 7,372 100.0

 
５．職種 

職種別の回答者数は以下のとおりである。回答者数が多い職種は「大工・型枠工」

（回答者数 1,394 人）、「土工」（同 1,121 人）等である。一方、「浚渫工」（同 3人）、

「橋梁工」（同 17 人）、「造園工」（同 21 人）、「シールド工」（同 22 人）等は、調査対

象現場の工事種類等を反映してサンプル数が少ないものとなっている（図表５）。 

図表５ 職種 

(人)

552

1,121

190

1,394

680
438

22

426

0

600

1,200

1,800

01．大工・型枠工 02．左官工 03．とび工 04．土工 05．鉄筋工 06．建設機械
オペレータ

07．トンネル工 08．シールド工

(人)

3 80 128
1417

561

235
21

0

600

1,200

1,800

09．浚渫工 10．橋梁工 11．舗装工 12．解体工 13．造園工 14．タイル・
ブロック工

15．屋根工 16．内装仕上げ工

(人)

76 158

493

239
61

558

983

140

0

600

1,200

1,800

17．板金工 18．防水工 19．建具工 20．塗装工 21．石工 22．配管工 23．電気工 24．その他  
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６．就業期間：現在の事業所（建設会社等） 
現在の事業所（建設会社等）での勤続年数（自営業主の方は独立してからの期間） 

 

現在の事業所（建設会社等）における就業期間は、「１年以上５年未満」の回答者

数が 33.1％を占め最も多い（図表６）。 

 

図表６ 現在の事業所（建設会社等）における就業期間 

n=8,081

10年以上
15年未満
15.5%

30年以上
5.6%
１年未満
4.3%

25年以上
30年未満
3.9%

20年以上
25年未満
6.7%

15年以上
20年未満
8.4%

５年以上
10年未満
22.4%

１年以上
５年未満
33.1%

  

回答者数 構成比
１年未満 350 4.3
１年以上５年未満 2,675 33.1
５年以上10年未満 1,811 22.4
10年以上15年未満 1,255 15.5
15年以上20年未満 681 8.4
20年以上25年未満 542 6.7
25年以上30年未満 314 3.9
30年以上 453 5.6
計 8,081 100.0  

 

 

７．建設業における通算の就業期間 
建設業で働き始めてからの期間 

 

建設業で働き始めてからの就業期間は、「５年以上 10 年未満」の回答者数が最も多

く 19.1％を占めている。次いで、「10 年以上 15 年未満」、「30 年以上」の順となって

いる（図表７）。 

 

図表７ 建設業における通算の就業期間 

n=7,933

25年以上
30年未満
7.7%

20年以上
25年未満
11.2%

15年以上
20年未満
10.8%

10年以上
15年未満
18.6%

30年以上
17.2%

１年未満
1.3% １年以上

５年未満
14.0%

５年以上
10年未満
19.1%

 

回答者数 構成比
１年未満 107 1.3
１年以上５年未満 1,111 14.0
５年以上10年未満 1,515 19.1
10年以上15年未満 1,474 18.6
15年以上20年未満 858 10.8
20年以上25年未満 890 11.2
25年以上30年未満 611 7.7
30年以上 1,367 17.2
計 7,933 100.0  
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８．取得している資格（複数回答可） 
取得している資格(複数回答可) 

 

「作業主任者」（資格取得者 1,982 人）、「技能士」（同 1,803 人）の資格取得者が多

く、ともに 20％を超えている（図表８）。 

 

図表８ 取得している資格（複数回答可） 

1.建築士 2.技能士
3.施工
管理技士

4.作業
主任者

5.その他 回答総数 回答者数 無回答 対象者数

回答数 168 1,803 984 1,982 1,109 6,046 4,708 4,133 8,841
回答率（％） 1.9 20.4 11.1 22.4 12.5 - - - -

(人)

168

984

1,803

1,109

1,982

0

1,000

2,000

3,000

１．建築士 ２．技能士 ３．施工管理技士 ４．作業主任者 ５．その他

 
 

 

Ⅱ．労働環境、労働条件等 
１．請負階層 
あなたが働いている会社は、この現場では、次のうちどれにあたりますか（○は１つ）。 

 

(1)請負階層比率は「１次下請」と「２次下請」が高く、ともに約 40％を占めている。

また、「４次下請以下」は 2.0％と最も低い（図表９）。 

 

図表９ 請負階層 

n=8,386

１次下請
42.5%２次下請

38.1%

３次下請
10.3%

元請業者
7.0%

４次下請
以下
2.0%

 

回答者数 構成比
元請業者 588 7.0
１次下請 3,565 42.5
２次下請 3,197 38.1
３次下請 867 10.3
４次下請以下 169 2.0
計 8,386 100.0
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(2)請負階層別の雇用形態をみると、「建設会社（常雇）」の比率は、請負階層が下

になるほど低く、他方、「自営業主」、「一人親方」の比率は請負階層が下になるほ

ど高くなっている（図表 10）。 

 

図表 10 請負階層別従業上の地位（雇用形態） 

(%)

66.3

90.5

69.8

61.7

56.7

42.9

6.3

3.5

6.6

7.0

4.7

3.2

5.1

6.0

5.4

5.2

3.0

5.8

7.7

5.4

10.5

11.6

11.0

8.4

6.9

9.3

14.6

18.2

2.6

1.6

3.4

5.8

3.2

3.6

4.3

2.9

3.6

15.6

0 20 40 60 80 100

有効回答計　 (n=7,705)

元請業者　　 (n=  547)

１次下請　　 (n=3,262)

２次下請　　 (n=2,933)

３次下請　　 (n=  809)

４次下請以下 (n=  154)

１．建設会社（常雇） ２．建設会社（日雇） ３．建設会社（臨時雇） ４．自営業主
５．一人親方 ６．家族従業者 ７．その他

 
 

 

２．従業員規模 
あなたが働いている会社の従業員規模についてお伺いします（○は１つ）。自営業主（一人親方の方
もお答え下さい。 

 

(1)会社の従業員規模は「10～29 人」の回答が 33.4％を占め最も多い。次いで、「５

～９人」が 20.7％を占めている（図表 11）。 

 

図表 11 従業員規模 
n=8,641

５～９人
20.7%

30～99人
18.7%

２～４人
11.7%

100人以上
10.2%

１人
3.2%

わからない
2.2%

10～29人
33.4%  

回答者数 構成比
１人 275 3.2
２～４人 1,010 11.7
５～９人 1,786 20.7
10～29人 2,884 33.4
30～99人 1,616 18.7
100人以上 878 10.2
わからない 192 2.2
計 8,641 100.0  
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(2)請負階層別に従業員規模をみると、４次下請以下は「２～４人」が 25.3％、「１

人」が 10.8％を占めるなど、請負階層が下になるほど従業員規模の小さな会社の

比率が高くなっている（図表 12）。 

 

図表 12 請負階層別従業員規模 

(%)

3.1

3.6

8.3

10.8

11.6

6.8

15.9

20.0

25.3

20.7

14.0

26.8

34.8

26.5

33.5

30.6

36.5

33.7

24.2

23.5

18.7

32.8

24.1

13.8

7.0

9.6

10.2

27.2

14.7

4.3

3.6

2.4

1.6

0.2 1.5 5.6

1.8

2.1

1.9

2.2

2.1

2.1

0 20 40 60 80 100

有効回答計   (n=8,293)　

元請業者　　 (n=  585)　

１次下請　　 (n=3,525)　

２次下請　　 (n=3,161)　

３次下請　　 (n=  856)　

４次下請以下 (n=  166)　

１人 ２～４人 ５～９人 10～29人 30～99人 100人以上 わからない
 

 

 

３．１年間の収入（平成 14 年） 
建設業における今年１年間（１月～１２月まで）の収入は、おおよそどのくらいになりそうですか。
税金・保険料等を含めた総収入額でお答え下さい。また、自営業主（一人親方等）の方は、経費分
を除いた収入額（ただし、税金・保険料等を含めた金額）でお答えください（○は１つ）。 

（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のみ対象） 

 

(1)１年間の収入をみると、「300～400 万円未満」が最も多く 31.5％を占めている。

次いで、「200～300 万円未満」が 25.8％を占め、これらを合わせると全体の約 60％

に及んでいる（図表 13）。 

 

図表 13 １年間の収入 

n=4,234 1,000万円
以上
1.0%

700～800
万円未満
1.0%

800～900
万円未満
0.4%

900～1,000
万円未満
0.4%

わからない
4.4%

200～300
万円未満
25.8%600～700

万円未満
2.0%

500～600
万円未満
7.1%

400～500
万円未満
14.4%

200万円未満
12.2%

300～400
万円未満
31.5%    

回 答 者 数 構 成比
2 0 0万 円 未 満 5 1 8 1 2 . 2
2 0 0～ 3 0 0万 円 未 満 1 , 0 9 2 2 5 . 8
3 0 0～ 4 0 0万 円 未 満 1 , 3 3 2 3 1 . 5
4 0 0～ 5 0 0万 円 未 満 6 0 9 1 4 . 4
5 0 0～ 6 0 0万 円 未 満 3 0 0 7 . 1
6 0 0～ 7 0 0万 円 未 満 8 4 2 . 0
7 0 0～ 8 0 0万 円 未 満 4 2 1 . 0
8 0 0～ 9 0 0万 円 未 満 1 5 0 . 4
9 0 0～ 1 ,0 0 0万 円 未 満 1 5 0 . 4
1 ,0 0 0万 円 以 上 4 2 1 . 0
わ か らな い 1 8 5 4 . 4
計 4 , 2 3 4 1 0 0 . 0  
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(2)１年間の収入から、それぞれの年収区間の中間となる値を年収金額とし（例え

ば「200～300 万円未満」は 250 万円）、年代別の平均年収を算出した。ただし、「200

万円未満」の年収換算金額を 100 万円とし、「1,000 万円以上」の年収換算金額を

1,000 万円とした。この結果、平均年収が最も低いのは「10 代」の 164.6 万円、逆

に最も高いのは「40 代」の 378.5 万円となる（図表 14）。 

 

図表 14 年代別平均年収 

312.5

360.2378.5369.1

285.8

164.6

0

100

200

300

400

500

10代
 (n=  82)

20代
 (n= 864)

30代
 (n= 923)

40代
 (n= 852)

50代
 (n= 981)

60代以上 
(n= 320)

（万円）

 

 

 

(3)雇用形態別の収入をみると、「自営業主」は 500 万円以上の収入帯を合計すると

30％近くを占め、他と比較して高収入の者が多い（図表 15）。 

 

図表 15 従業上の地位（雇用形態）別１年間の収入 

(%)

11.9

12.2

10.8

21.0

18.8

5.5

9.5

17.0

22.4

25.7

27.3

27.2

22.1

35.4

14.3

21.7

24.5

26.5

31.4

31.9

32.0

32.8

29.2

28.0

33.0

34.9

22.4

14.7

14.8

15.7

12.2

7.3

15.0

17.0

7.5

11.6

7.3

6.8

7.3

5.3

11.4

9.5

6.6

4.8

4.9

2.4

3.6

1.6

0.7

0.9

2.0

1.7

1.9

0.4

1.0

0.6

1.0

0.9

1.0

0.8

0.9

0.3

1.0

0.4

0.3

0.3

0.4

0.9

2.0

0.3

0.1

0.2

0.7

2.1

8.1

1.1

0.3

0.3

0.5

10.9

7.5

3.0

6.2

4.2

3.7

3.4

5.0

6.3

0 20 40 60 80 100

有効回答計　　　　  (n=3,850)

建設会社　（合計）  (n=2,954)

　建設会社（常雇）  (n=2,500)

　建設会社（日雇）  (n=  262)

　建設会社（臨時雇）(n=  192)

自営業主　　　　　  (n=  307)

一人親方　　　　　　(n=  336)

家族従業者　　　　  (n=  106)

その他　　　　　　  (n=  147)

200万円未満 200～300万円未満 300～400万円未満 400～500万円未満

500～600万円未満 600～700万円未満 700～800万円未満 800～900万円未満
900～1,000万円未満 1,000万円以上 わからない  
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(4)請負階層別の収入をみると、請負階層が下になるほど 300 万円未満の収入帯の

比率が高くなる傾向にある（図表 16）。 

 

図表 16 請負階層別１年間の収入 

(%)

11.9

9.9

10.9

13.6

12.8

15.6

25.5

22.8

23.9

27.6

28.4

31.3

31.9

30.5

32.9

31.1

31.5

32.8

14.5

19.3

16.1

11.7

11.1

10.9

7.2

7.5

8.1

6.7

5.1

4.4

1.6

2.0

1.6

1.7

1.7

1.7

0.9

1.0

0.9

2.2

1.0

0.6

0.4

0.3

0.4

0.4

0.6

0.3

0.5

0.4

1.4

1.3

0.7

0.7

1.0

6.3

6.0

4.6

4.0

2.4

4.2

0 20 40 60 80 100

有効回答計　 (n=4,022)

元請業者　　 (n=  456)

１次下請　　 (n=1,810)

２次下請　　 (n=1,340)

３次下請　　 (n=  352)

４次下請以下 (n=   64)

200万円未満 200～300万円未満 300～400万円未満 400～500万円未満
500～600万円未満 600～700万円未満 700～800万円未満 800～900万円未満
900～1,000万円未満 1,000万円以上 わからない

 

 

 

４．賃金増減 
昨年（平成１３年）から継続して建設業に従事している方にお伺いします。昨年から今年にかけて
賃金（収入等）の増減はありましたか（○は１つ）。 

（建設業における通算の就業期間が１年以上の者のみ対象） 

 

(1)平成 13 年から平成 14 年にかけての賃金の増減は、「変わらない」が 41.2％と最

も多いものの、「やや減少」と「かなり減少」の合計は 50％を超えている（図表 17）。 

 

図表 17 賃金増減 

n=8,251
かなり増加
0.9%

やや減少
28.2%

かなり減少
23.7%

やや増加
6.0%

変わらない
41.2%

 

回答者数 構成比
かなり増加 75 0.9
やや増加 494 6.0
変わらない 3,397 41.2
やや減少 2,330 28.2
かなり減少 1,955 23.7
計 8,251 100.0
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(2)年齢階層別の賃金増減をみると、「やや減少」と「かなり減少」を合わせた比率

は年齢階層が上がるにつれ増加し、40歳以降は60％前後で推移している（図表18）。 

 

図表 18 年齢階層別賃金増減 

(%)

4.6

4.2

2.8

2.9

2.0

1.6

1.2

41.0

55.0

57.9

52.7

43.4

39.6

36.6

31.4

32.6

37.2

35.0

34.3

28.3

12.8

14.3

23.0

29.4

32.7

30.9

33.9

30.1

30.6

30.4

36.1

23.8

10.7

7.1

14.0

19.6

22.3

27.7

31.5

33.9

29.3

32.3

26.51.8

0.7

0.8

0.4

0.6

0.6

0.9

1.0

1.1

1.9

2.7

0.9

9.1

18.8

18.8

6.0

6.7

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n=8,176)　

15～19歳 　(n=  149)　

20～24歳 　(n=  691)　

25～29歳 　(n=1,132)　

30～34歳 　(n=1,157)　

35～39歳 　(n=  781)　

40～44歳 　(n=  812)　

45～49歳 　(n=  909)　

50～54歳 　(n=1,198)　

55～59歳 　(n=  744)　

60～64歳 　(n=  437)　

65歳以上 　(n=  166)　

１．かなり増加 ２．やや増加 ３．変わらない ４．やや減少 ５．かなり減少
 

 

 

(3)雇用形態別の賃金増減をみると、「自営業主」と「一人親方」は「かなり減少」

の比率が高い（図表 19）。 

 

図表 19 従業上の地位（雇用形態）別賃金増減 
(%)

0.5

0.3

6.0

6.6

6.8

4.6

5.7

3.7

5.2

6.6

40.5

43.0

43.8

39.0

37.9

29.0

23.2

49.5

46.5

28.6

28.3

28.2

30.9

25.7

30.1

31.6

26.2

26.6

24.2

21.4

20.4

25.2

29.6

35.9

41.2

18.6

19.9

1.2

1.3

1.0

0.2

0.8

0.7

0.8

2.8

0 20 40 60 80 100

有効回答計　　　　　 (n=7,551)　

建設会社　（合計）　 (n=5,793)　

　建設会社（常雇）　 (n=4,952)　

　建設会社（日雇）　 (n=  456)　

　建設会社（臨時雇） (n=  385)　

自営業主　　　　　　 (n=  594)　

一人親方　　　　　　 (n=  668)　

家族従業者　　　　　 (n=  210)　

その他　　　　　　　 (n=  286)　

１．かなり増加 ２．やや増加 ３．変わらない ４．やや減少 ５．かなり減少
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５．賃金支給方法 
現在、賃金が支給されている方にお伺いします。その方法についてお答え下さい（○は１つ）。 
（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、建設会社に雇用される者
のみ対象） 

 

(1)建設会社に勤めている回答者のうち、「日給月給制」と答えた者が 58.3％と最も

多い（図表 20）。 

図表 20 賃金支給方法 

n=3,118 出来高給
制
2.0%

その他
0.3%

請負給制
0.6%

月給制
（欠勤差引
なし）
20.9%

月給制
（欠勤差引
あり）
15.6%

日給日払
等
2.3%

日給月給
制
58.3%  

回答者数 構成比
月給制（欠勤差引なし） 651 20.9
月給制（欠勤差引あり） 487 15.6
日給月給制 1,817 58.3
日給日払等 73 2.3
出来高給制 61 2.0
請負給制 19 0.6
その他 10 0.3
計 3,118 100.0  

*日給月給制：賃金が１日を単位に定めれらており、月ごとに支払われる方式。 

 

(2)年齢階層別にみると、月給制の比率は、44 歳までは年齢が上がるとともに高く

なる傾向にあるが、45 歳以降は年齢が上がるとともに減少し、代わりに「日給月

給制」の比率が高くなっている（図表 21）。 

 

図表 21 年齢階層別賃金支給方法 

(%)
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48.0
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63.5

65.6

73.8
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1.1

2.3
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1.0

2.3

2.2

1.9

3.6

3.0

4.0

3.8

1.9

1.2

2.3

1.9

2.6

2.0

2.5

2.1

1.3

1.9

2.5

0.2

0.9

1.0
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1.0
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1.1

0.3

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n=3,098)

15～19歳 　(n=   87)

20～24歳 　(n=  309)

25～29歳 　(n=  434)

30～34歳 　(n=  446)

35～39歳 　(n=  296)

40～44歳 　(n=  306)

45～49歳 　(n=  319)

50～54歳 　(n=  438)

55～59歳 　(n=  250)

60～64歳 　(n=  160)

65歳以上 　(n=   53)

１．月給制（欠勤差引なし） ２．月給制（欠勤差引あり） ３．日給月給制 ４．日給日払等
５．出来高給制 ６．請負給制 ７．その他
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(3)請負階層別の賃金支給方法をみると、「元請業者」の「月給制（欠勤差引なし）」

と「月給制（欠勤差引あり）」の合計が 66.2％を占め最も高い。一方、下請階層で

は、下位になるほど月給制が減少している（図表 22）。 

 

図表 22 請負階層別賃金支給方法 

(%)

21.1

42.9

20.8

13.3

12.6

4.5

15.7

23.3

15.7

13.4

10.1

13.6

58.1

31.6

58.3

67.2

70.4

81.8

2.2

1.1

1.8

3.1

3.53.5

2.0

2.3

0.2

2.0

0.7

0.7

0.2

0.6

0.2

0.4

0.7

0.3

0 20 40 60 80 100

有効回答計 　(n=3,033)

元請業者 　　(n=  450)

１次下請 　　(n=1,423)

２次下請 　　(n=  939)

３次下請 　　(n=  199)

４次下請以下 (n=   22)

１．月給制（欠勤差引なし） ２．月給制（欠勤差引あり） ３．日給月給制 ４．日給日払等
５．出来高給制 ６．請負給制 ７．その他

 
 

 

６．労働時間増減 
昨年から継続して建設業に従事している方にお伺いします。昨年から今年にかけて労働時間（年間
を通じての全労働時間）の増減はありましたか（○は１つ）。 

（建設業における通算の就業期間が１年以上の者のみ対象） 

 

(1)平成 13 年と平成 14 年を比べた労働時間の増減は、「変わらない」と答えた者が

58.3％を占め最も多い。また、増加の比率の合計と減少の比率の合計は、ともに

20％強を占めている（図表 23）。 

 

図表 23 労働時間増減 

n=8,300
かなり増加
5.5%
やや増加
16.1%

やや減少
14.1%

かなり減少
6.1%

変わらない
58.3%  

回答者数 構成比
かなり増加 454 5.5
やや増加 1,333 16.1
変わらない 4,837 58.3
やや減少 1,168 14.1
かなり減少 508 6.1
計 8,300 100.0
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(2)年齢階層別の労働時間の増減について、「かなり増加」と「やや増加」の合計を

みると、「25～29 歳」がピークで 26.6％であり、30 歳以降は年齢が上がるととも

に減少傾向を示している。一方、「やや減少」と「かなり減少」を合わせた比率は、

年齢が上がるにつれ増加傾向を示している（図表 24）。 

 

図表 24 年齢階層別労働時間増減 
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40～44歳 　(n=  815)

45～49歳 　(n=  922)

50～54歳 　(n=1,207)

55～59歳 　(n=  745)

60～64歳 　(n=  445)

65歳以上 　(n=  168)

１．かなり増加 ２．やや増加 ３．変わらない ４．やや減少 ５．かなり減少
 

 

７．就労日数増減 
昨年から継続して建設業に従事している方にお伺いします。昨年から今年にかけて就労日数の増減
はありましたか（○は１つ）。 
（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、建設業における通算の就
業期間が１年以上の者のみ対象） 

 

(1)平成 13 年と平成 14 年を比べ、就労日数が「変わらない」と答えた者は 57.4％

を占め最も多く、次いで「やや減少」が 21.8％となっている（図表 25）。 

図表 25 就労日数増減 

n=4,107

やや減少
21.8%

かなり
減少
8.6%

かなり
増加
2.5%

やや増加
9.7%

変わら
ない
57.4%

 

回答者数 構成比
かなり増加 102 2.5
やや増加 399 9.7
変わらない 2,357 57.4
やや減少 895 21.8
かなり減少 354 8.6
計 4,107 100.0
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８．建設業以外の職業 
今年、あなたは建設業以外で働いていますか（○は１つ）。 

（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のみ対象） 

 

(1)平成 14 年に建設業以外でも働いていた（兼業している）と回答した者は 345 人

で 8.2％を占めている（図表 26）。 

 

図表 26 建設業以外の職業 

n=4,220 はい
（兼業）
8.2%

いいえ
（専業）
91.8%  

回答者数 構成比
はい（兼業） 345 8.2
いいえ（専業） 3,875 91.8
計 4,220 100.0

 
 

 

(2)地域別にみると、「東北」での兼業比率が最も高く、13.7％を占めている（図表

27）。 

 

図表 27 地域別兼業比率 
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(n= 534)

中国
(n= 321)

四国
(n= 116)

九州
(n= 600)

（％）
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(3)年齢階層別では、「65 歳以上」の兼業比率が最も高く、18.8％を占めている（図

表 28）。 

 

図表 28 年齢階層別兼業比率 

はい（兼業）

8.2

5.5
4.2

8.7

12.1 11.5

18.8

12.3

3.6

6.7
9.1

10.4

0

10

20

30

有効回答計
(n=4,197)

15～19歳
(n= 106)

20～24歳
(n= 381)

25～29歳
(n= 566)

30～34歳
(n= 577)

35～39歳
(n= 390)

40～44歳
(n= 404)

45～49歳
(n= 470)

50～54歳
(n= 642)

55～59歳
(n= 347)

60～64歳
(n= 234)

65歳以上
(n=  80)

（％）

 

 

 

９．兼業内容 
どのような職業ですか（○は１つ）。 

（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、兼業者のみ対象） 

 

(1)兼業の職種は、「農業」が 58.8％と最も多く、次いで、「サービス業」（12.8％）、

「運輸業（運転手等）」（7.9％）の順である（図表 29）。 

 

図表 29 兼業内容 

n=328

農業
58.8%

サービス業
12.8%

その他
7.0%

林業
0.9%

製造業
4.0%

小売・
卸売業、
飲食店
3.7%

運輸業
（運転手等）
7.9%

漁業
4.9%    

回答者数 構成比
農業 193 58.8
林業 3 0.9
漁業 16 4.9
製造業 13 4.0
小売・卸売業、飲食店 12 3.7
運輸業（運転手等） 26 7.9
サービス業 42 12.8
その他 23 7.0
計 328 100.0  
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(2)地域別にみると、「農業」との兼業比率が高いのは東北（84.1％）、北陸（65.0％）、

中国（60.0％）の順である。「サービス業」との兼業比率は、サンプル数の少ない

北海道を除き、近畿（30.8％）、九州（20.9％）、東海（20.0％）が高い。また、「運

輸業（運転手等）」は関東（19.0％）が高い（図表 30）。 

 

図表 30 地域別兼業内容 
(%)

58.8

50.0

84.1

50.0

65.0

40.0

42.3

60.0

36.4

46.5

3.4

2.3

4.9

6.8

2.5

2.5

5.0

18.2

11.6

4.0

8.6

5.0

7.5

5.0

4.7

3.7

3.4

2.5

5.0

7.7

5.0

18.2

7.9

19.0

10.0

12.5

11.5

9.1

2.3

12.8

50.0

5.2

10.0

20.0

30.8

10.0

18.2

20.9

7.0

10.3

5.0

12.5

7.7

15.0

11.6

0.9

2.3 1.15.7

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n= 328)

北海道 　　(n=   2)

東北 　　　(n=  88)

関東 　　　(n=  58)

北陸 　　　(n=  40)

東海 　　　(n=  40)

近畿 　　　(n=  26)

中国 　　　(n=  20)

四国 　　　(n=  11)

九州 　　　(n=  43)

１．農業 ２．林業 ３．漁業 ４．製造業
５．小売・卸売業、飲食店 ６．運輸業（運転手等） ７．サービス業 ８．その他

 
 

 

10．兼業期間 
今年１年間で、兼業業務の期間はどのくらいになりますか（○は１つ）。 

（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、兼業者のみ対象） 

 

平成 14 年の１年間における兼業期間は「１ヶ月未満」が 35.8％を占め最も多い（図

表 31）。 

 

図表 31 兼業期間 

n=307

１ヶ月未満
35.8%

１～３ヶ月
未満
29.3%

６ヶ月以上
19.5%

３～６ヶ月
未満
15.3%

 

回答者数 構成比
１ヶ月未満 110 35.8
１～３ヶ月未満 90 29.3
３～６ヶ月未満 47 15.3
６ヶ月以上 60 19.5
計 307 100.0

 



 17 

11．兼業による収入 
兼業業務による今年１年間の収入はおおよそどのくらいになりますか。税金・保険料等を含めた総
収入額でお答え下さい。また、自営業主（１人親方等）の方は、経費分を除いた収入額（ただし、
税金・保険料等を含めた金額）でお答えください（○は１つ）。 

（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、兼業者のみ対象） 

 

平成 14 年の兼業による収入は、「100 万円未満」が最も多く 51.8％を占めている（図

表 32）。 

 

図表 32 兼業による収入 

n=309 800万円
以上
1.0%

100万円
未満
51.8%

700～800
万円未満
0.6%

500～600
万円未満
1.3%

600～700
万円未満
1.0%

400～500
万円未満
5.8%

300～400
万円未満
4.2%

100～200
万円未満
12.9%

わからない
6.5%

200～300
万円未満
14.9%    

回答者数 構成比
100万円未満 160 51.8
100～ 200万円未満 40 12.9
200～ 300万円未満 46 14.9
300～ 400万円未満 13 4.2
400～ 500万円未満 18 5.8
500～ 600万円未満 4 1.3
600～ 700万円未満 3 1.0
700～ 800万円未満 2 0.6
800万円以上 3 1.0
わからない 20 6.5
計 309 100.0  

 

 
 
Ⅲ．転職状況等 
１．転職経験 
過去５年間で転職の経験はありますか。 

（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のみ対象） 

 

(1)過去５年間に転職経験がある者は 18.1％を占めている（図表 33）。 

 

図表 33 転職経験 

n=4,144 ある
18.1%

ない
81.9%

 

回答者数 構成比
ある 752 18.1
ない 3,392 81.9
計 4,144 100.0
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(2)転職回数をみると、「１回」が最も多く 58.0％を占めている（図表 34）。 

 

図表 34 転職回数 

n=731

１回
58.0%

２回
23.8%

４回
3.8%

５回以上
2.3%

３回
12.0%

 

回答者数 構成比
１回 424 58.0
２回 174 23.8
３回 88 12.0
４回 28 3.8
５回以上 17 2.3
計 731 100.0

 
 

(3)直近の転職前の仕事内容は「建設業」が 58.4％と最も多い（図表 35）。 

 

図表 35 直近の転職前の仕事内容 

n=718

建設業
58.4%

林業
0.3%

運輸業
（運転手等）
7.5%

小売・
卸売業、
飲食店
4.0%

漁業
0.6%

農業
0.8%

製造業
8.6%

その他
3.9%

サービス業
15.9%

  

回答者数 構成比
建設業 419 58.4
農業 6 0.8
林業 2 0.3
漁業 4 0.6
製造業 62 8.6
小売・卸売業、飲食店 29 4.0
運輸業（運転手等） 54 7.5
サービス業 114 15.9
その他 28 3.9
計 718 100.0  

 

２．直近の転職の理由 
（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、過去５年間で転職経験の
ある者のみ対象） 

 

(1)直近の転職の理由で最も多いのは、「自分の都合」で 73.5％を占めている（図表

36）。 

図表 36 直近の転職の理由 

n=718

自分の
都合
73.5%

会社の
都合
21.6%

その他
4.9%

 

回答者数 構成比
会社の都合 155 21.6
自分の都合 528 73.5
その他 35 4.9
計 718 100.0
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(2)年齢階層別にみると、「会社の都合」による転職の比率は、年齢が上がるにつれ

高くなる傾向にある（図表 37）。 

 

図表 37 年齢階層別直近の転職の理由 

(%)

21.6

7.9

14.7

20.9

14.6

23.3

30.2

31.4

27.3

39.0

26.7

50.0

73.6

92.1

80.6

73.1

82.1

73.3

64.2

66.7

63.6

58.5

66.7

16.7

4.7

4.7

6.0

3.3

3.3

5.7

9.1

6.7

33.3

2.4

2.0

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n= 716)

15～19歳 　(n=  38)

20～24歳 　(n= 129)

25～29歳 　(n= 134)

30～34歳 　(n= 123)

35～39歳 　(n=  60)

40～44歳 　(n=  53)

45～49歳 　(n=  51)

50～54歳 　(n=  66)

55～59歳 　(n=  41)

60～64歳 　(n=  15)

65歳以上 　(n=   6)

１．会社の都合 ２．自分の都合 ３．その他
 

 

３．直近の転職の際の求職活動方法 
（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、過去５年間で転職経験の
ある者のみ対象） 

 

(1)求職活動方法で最も多いのは「家族、知人の紹介」で、54.3％を占めている（図

表 38）。 

図表 38 直近の転職の際の求職活動方法 

n=700 その他
7.3%

民間職業
紹介所
0.7%

インター
ネット
0.3%

公共職業
安定所
22.9%

学校の推薦
0.6%

家族、
知人の
紹介
54.3%

新聞・
求人誌等
14.0%

  

回答者数 構成比
家族、知人の紹介 380 54.3
学校の推薦 4 0.6
新聞・求人誌等 98 14.0
公共職業安定所 160 22.9
民間職業紹介所 5 0.7
インターネット 2 0.3
その他 51 7.3
計 700 100.0
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(2)年齢階層別にみると、いずれの年齢階層においても「家族・知人の紹介」の比

率が最も高い。一方、「公共職業安定所」の比率は、59 歳までは年齢が上がるにつ

れ高くなる傾向を示している（図表 39）。 

 

図表 39 年齢階層別求職活動方法 

(%)

54.4

67.6

59.2

56.8

64.3

48.3

57.7

43.4

33.9

40.0

52.9

66.7

2.7

2.4

14.1

24.3

8.8

12.9

17.4

19.0

11.5

11.3

17.7

7.5

17.6

16.7

22.8

5.4

23.2

23.5

25.9

21.2

35.8

32.3

40.0

17.6

0.7

0.8

1.7

1.9

5.6

6.8

5.2

5.8

7.5

16.1

10.0

11.8

16.7

0.6

11.3

3.8

0.3

2.5

0.9 6.1

7.2

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n= 697)

15～19歳 　(n=  37)

20～24歳 　(n= 125)

25～29歳 　(n= 132)

30～34歳 　(n= 115)

35～39歳 　(n=  58)

40～44歳 　(n=  52)

45～49歳 　(n=  53)

50～54歳 　(n=  62)

55～59歳 　(n=  40)

60～64歳 　(n=  17)

65歳以上 　(n=   6)

１．家族、知人の紹介 ２．学校の推薦 ３．新聞・求人誌等 ４．公共職業安定所
５．民間職業紹介所 ６．インターネット ７．その他

 

 

４．直近の転職における求職活動期間 
（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、過去５年間で転職経験の
ある者のみ対象） 

 

求職活動期間は「１ヶ月未満」が最も多く、49.9％を占めている（図表 40）。 

 

図表 40 直近の転職における求職活動期間 

n=700

１ヶ月未満
49.9%

１～６ヶ月
未満
34.7%

12ヶ月
以上
7.0%

６～12ヶ月
未満
8.4%

 

回答者数 構成比
１ヶ月未満 349 49.9
１～６ヶ月未満 243 34.7
６～12ヶ月未満 59 8.4
12ヶ月以上 49 7.0
計 700 100.0
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(2)年齢階層別にみると、年齢が上がるにつれ求職活動期間が長期化する傾向が見

受けられる（図表 41）。 

図表 41 年齢階層別求職活動期間 
(%)

49.9

51.4

50.0

60.3

54.1

50.0

44.0

39.6

46.8

37.1

26.7

33.3

34.7

34.3

34.4

29.0

33.6

36.7

40.0

47.2

30.6

34.3

40.0

50.0

8.5

5.7

11.7

6.9

5.7

6.7

8.0

7.5

12.9

8.6

13.3

16.7

6.9

8.6

3.9

3.8

6.6

6.7

8.0

5.7

9.7

20.0

20.0

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n= 697)

15～19歳 　(n=  35)

20～24歳 　(n= 128)

25～29歳 　(n= 131)

30～34歳 　(n= 122)

35～39歳 　(n=  60)

40～44歳 　(n=  50)

45～49歳 　(n=  53)

50～54歳 　(n=  62)

55～59歳 　(n=  35)

60～64歳 　(n=  15)

65歳以上 　(n=   6)

１ヶ月未満 １～６ヶ月未満 ６～12ヶ月未満 12ヶ月以上
 

 

５．これまでの建設業以外での就業経験（複数回答可） 
（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、過去５年間で転職経験の
ある者のみ対象） 

 

(1)産業別就業経験の内容 

これまでの建設業以外での就業経験を産業別にみると、最も回答の多いのは「サ

ービス業」の 184 人（24.5％）である。次いで、「製造業」136 人（18.1％）、「運

輸業（運転手等）」104 人（13.8％）の順となっている（図表 42）。 

 

図表 42 これまでの建設業以外での就業経験：産業（複数回答可） 

農業 林業 漁業 製造業
小売・
卸売業、
飲食店

運輸業
（運転手等）

サービ
ス業

その他 回答総数 回答者数 無回答 対象者数

回答数 26 8 15 136 84 104 184 25 582 431 321 752
回答率（％） 3.5 1.1 2.0 18.1 11.2 13.8 24.5 3.3 - - - -

(人)

26 15

136
184

8 25

10484

0

100

200

300

農業 林業 漁業 製造業 小売・卸売業、
飲食店

運輸業
（運転手等）

サービス業 その他
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(2)職業内容別就業経験の内容 

建設業以外の就業経験を職業内容別にみると、「製作・製造作業者」が 112 人

（14.9％）と最も多い。次いで、「運輸職（運転手等）」、「サービス職」と続いてい

る（図表 43）。 

図表 43 これまでの建設業以外での就業経験：職業内容（複数回答可） 

事務職 管理職
専門職・
技術職

営業職 販売職 サービス職
運輸職

（運転手等）
保安・
警備職

回答数 24 30 85 67 55 92 94 16
回答率（％） 3.2 4.0 11.3 8.9 7.3 12.2 12.5 2.1

農林漁業
作業者

製作・製造
作業者

その他 回答総数 回答者数 無回答 対象者数

回答数 17 112 16 608 410 342 752
回答率（％） 2.3 14.9 2.1 - - - -

(人)

24

85
67

94
112

16
30

16

92

55

17

0

50

100

150

事務職 管理職 専門職・
技術職

営業職 販売職 サービス職 運輸職
（運転手等）

保安・
警備職

農林漁業
作業者

製作・製造
作業者

その他

 
 

６．建設業をやめた方（複数回答可） 
身の回りで建設業をやめた方はいますか。建設業をやめた方は、現在どのようにしていますか、知
っている方々についてお答え下さい（複数回答可）。 

（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のみ対象） 
 
建設業をやめた者が身の回りにいると回答したのは 1,526 人である。建設業をやめ

た者の現在について、「無職」と答えた者は 486 人（31.8％）と最も多い。次いで、「運

輸業（運転手等）に従事」、「サービス業に従事」の順になっている（図表 44）。 
 
＊本調査の対象者は同じ社内等同一グループ内の者である場合が多く、各人が同一の者を念頭に置いて回答している場合が想
定されるため、集計結果の解釈には注意を要する。 

図表 44 建設業をやめた方の現在（複数回答可） 

農業
に従事

林業
に従事

漁業
に従事

製造業
に従事

小売・卸売業、飲
食店に従事

運輸業（運転手
等）に従事

サービス業
に従事

回答数 116 12 21 126 76 359 291

回答率（％） 7.6 0.8 1.4 8.3 5.0 23.5 19.1

無職 その他 回答総数 回答者数 無回答 対象者数

回答数 486 200 1,687 1,404 122 1,526

回答率（％） 31.8 13.1 - - - -

(人)

116
21

126

291
200

76

359
486

12
0

200

400

600

農業
に従事

林業
に従事

漁業
に従事

製造業
に従事

小売・
卸売業、
飲食店に従事

運輸業
（運転手等）
に従事

サービス業
に従事

無職 その他
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７．一人親方になる人の増減 
最近、あなたのまわりで一人親方になる人が増えていますか（○は１つ）。 

 

一人親方が増えているかの問に対し、増えていると答えた者は合計 12.8％にとどま

り、約３割の者が「ほとんど変わらない」と答えている（図表 45）。 

 

図表 45 一人親方になる人の増減 

n=8,255

よく
わからない
46.7%

かなり
減っている
5.2%

少し
減っている
4.2%

ほとんど
変わらない
31.2%

少し
増えている
10.6%

かなり
増えている
2.2%

 

回答者数 構成比
かなり増えている 179 2.2
少し増えている 871 10.6
ほとんど変わらない 2,573 31.2
少し減っている 346 4.2
かなり減っている 427 5.2
よくわからない 3,859 46.7
計 8,255 100.0

 
 

 

Ⅳ．一人親方の状況 
一人親方の方にお伺いします。 

（従業上の地位が一人親方である者のみ対象） 

 

１．一人親方になった理由 

(1)一人親方になった理由は、「自営業主（一人親方）について仕事をしていたが、

一人親方として独立した」という回答が最も多く、46.7％を占めている（図表 46）。 

 

図表 46 一人親方になった理由 

n=634

①
46.7%

②
17.0%

④
7.3%

⑤
7.6%

⑥
4.9%

③
16.6%

回答者数 構成比
①自営業主（一人親方）について仕事を
　していたが、一人親方として独立した

296 46.7

②職人を雇い自営業を営んでいたが、今は
　その職人を解雇し一人親方になった

108 17.0

③建設会社に勤めていたが、独立したかった 105 16.6
④建設会社に勤めていたが、その会社から
　独立をすすめられた

46 7.3

⑤建設会社に勤めていたが、その会社の倒産
　や経営難から解雇された

48 7.6

⑥その他 31 4.9
計 634 100.0  
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（参考）職種別一人親方の比率 

有効回答計　　　　 (n=7,846)
内装仕上げ工　　　 (n=  533)
タイル・ブロック工 (n=  211)
建具工　　　　　　 (n=  145)
塗装工　　　　　　 (n=  213)
屋根工　　　　　　 (n=   13)
電気工　　　　　　 (n=  438)
大工・型枠工　　　 (n=1,262)
防水工　　　　　　 (n=  132)
板金工　　　　　　 (n=   72)
左官工　　　　　　 (n=  390)
石工　　　　　　　 (n=   54)
その他　　　　　　 (n=  900)
配管工　　　　　　 (n=  512)
鉄筋工　　　　　　 (n=  606)
建設機械オペレータ (n=  399)
解体工　　　　　　 (n=  105)
とび工　　　　　　 (n=  502)
土工　　　　　　　 (n=1,033)
舗装工　　　　　　 (n=   78)
トンネル工　　　　 (n=  189)
シールド工　　　　 (n=   20)
浚渫工　　　　　　 (n=    3)
橋梁工　　　　　　 (n=   17)
造園工　　　　　　 (n=   19)

(％)

8.8

27.5

21.4

11.6

7.4

7.4

6.0

5.7

4.1

4.0

3.8

2.0

1.4

1.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

8.3

9.1

15.5

15.4

11.6

31.0

0 5 10 15 20 25 30 35

 
 

 

(2)職種別にみると、「仕上系」は「自営業主（一人親方）について仕事をしていた

が、一人親方として独立した」という回答が 51.6％と半数を超えている（図表 47）。 

 

図表 47 職種大分類別一人親方になった理由 

(%)

46.2

45.1

51.6

34.6

34.0

17.1

14.5

18.8

16.7

17.0

16.8

17.6

15.3

17.9

21.3

7.3

7.8

6.2

9.0

10.6

7.7

9.3

4.9

12.8

10.6

5.0

5.7

3.2

9.0

6.4

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n= 626)

躯体系　　 (n= 193)

仕上系　　 (n= 308)

設備系　　 (n=  78)

その他　　 (n=  47)

１．自営業主（一人親方）について仕事をしていたが、一人親方として独立した
２．職人を雇い自営業を営んでいたが、今はその職人を解雇し一人親方になった
３．建設会社に勤めていたが、独立したかった
４．建設会社に勤めていたが、その会社から独立をすすめられた
５．建設会社に勤めていたが、その会社の倒産や経営難から解雇された
６．その他
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２．労災保険特別加入 

労災保険の特別加入の加入状況をみると、「加入している」と回答した者は 64.8％

にとどまっている（図表 48）。 

図表 48 労災保険特別加入 

n=659 わから
ない
6.1%

加入して
いない
29.1%

加入して
いる
64.8%

 

回答者数 構成比
加入している 427 64.8
加入していない 192 29.1
わからない 40 6.1
計 659 100.0

 
 

３．建設会社で働く技能者と比べた教育訓練の機会 

一人親方の教育訓練の機会は、建設会社で働く技能者と比べ、「変わらない」と答

えた者が 41.1％と最も高い（図表 49）。 
 

図表 49 建設会社で働く技能者と比べた教育訓練の機会 
n=662

とても多い
3.8% やや多い

14.8%

わからない
19.6%

やや
少ない
8.5%

とても
少ない
12.2%

変わらない
41.1%

 

回答者数 構成比
とても多い 25 3.8
やや多い 98 14.8
変わらない 272 41.1
やや少ない 56 8.5
とても少ない 81 12.2
わからない 130 19.6
計 662 100.0

 
 

４．希望する今後の就業形態 

(1)希望する今後の就業形態は、「今後も一人親方としてやっていきたい」が 44.9％

と最も高い（図表 50）。 

図表 50 希望する今後の就業形態 

n=657
その他
3.0%

わから
ない
21.9%

今後も
一人親方
として
やって
いきたい
44.9%

職人を
雇いたい
22.8%

できれば
建設会社
に勤めた
い
7.3%

 

回答者数 構成比
職人を雇いたい 150 22.8
今後も一人親方としてやっていきたい 295 44.9
できれば建設会社に勤めたい 48 7.3
わからない 144 21.9
その他 20 3.0
計 657 100.0
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(2)年齢階層別にみると、「今後も一人親方としてやっていきたい」という回答は、

50 歳以上の階層で比率が高く、50％を超えている。また、「職人を雇いたい」とい

う回答の比率は、25 歳から 39 歳までが高い（図表 51）。 

図表 51 年齢階層別希望する今後の就業形態 

(%)

22.9

100.0

18.8

32.8

26.9

31.7

23.1

25.2

19.5

10.5

12.5

11.8

45.0

12.5

27.6

30.1

50.0

43.6

47.0

53.1

61.4

56.3

52.9

7.3

6.3

3.4

10.8

1.7

9.0

6.1

6.2

12.3

10.4

5.9

21.8

43.8

34.5

30.1

15.0

20.5

19.1

19.5

14.0

14.6

23.5

3.0

1.7

2.2

1.7

3.8

2.6

1.8

1.8

18.8

5.9

6.3

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n= 656)

15～19歳 　(n=   1)

20～24歳 　(n=  16)

25～29歳 　(n=  58)

30～34歳 　(n=  93)

35～39歳 　(n=  60)

40～44歳 　(n=  78)

45～49歳 　(n= 115)

50～54歳 　(n= 113)

55～59歳 　(n=  57)

60～64歳 　(n=  48)

65歳以上 　(n=  17)

１．職人を雇いたい ２．今後も一人親方としてやっていきたい
３．できれば建設会社に勤めたい ４．わからない
５．その他

 
 

Ⅴ．仕事上の目標等 
１．あと何年働きたい 
５０歳以上の方にお伺いします。建設業であと何年くらい働きたいですか（○は１つ）。 

（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のうち、50歳以上の者のみ対象） 

 

各年齢層と、各年齢層における最も比率の高い部分から推測すると、多くの者は 65

～70 歳までは働きたいと考えているようである（図表 52）。 

図表 52 年齢階層別あと何年働きたい 

(%)

23.8

9.9

24.5

46.8

62.5

36.4

34.9

43.0

35.2

22.5

29.5

41.8

23.9

11.2

11.3

4.6

6.5

4.0

4.3

5.6

4.0

1.7 2.6

1.3 2.5

2.6

0.6

1.3

1.4

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n=1,291)

50～54歳 　(n=  627)

55～59歳 　(n=  351)

60～64歳 　(n=  233)

65歳以上 　(n=   80)

０～４年間 ５～９年間 10～14年間 15～19年間 20年間以上 その他
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２．仕事上の目標 
仕事上の目標は何ですか（○は１つ）。 

（都道府県建設業協会会員企業の建設現場に従事する建設技能労働者のみ対象） 

 

(1)仕事上の目標は、「一人前の職人・技能工」と答えた者が４分の１程度を占め、

次いで、「経営者（独立）」、｢技術者（施工管理技士等）｣という順になっている（図

表 53）。 

図表 53 仕事上の目標 

n=3,875

特にない
46.3%

その他
4.5%

経営者
（独立）
10.5%

一人前の
職人・技能工
24.4%

職長
（世話役等）
4.1%

技術者
（施工管理
技士等）
10.2%

 

回答者数 構成比
一人前の職人・技能工 946 24.4
職長（世話役等） 158 4.1
経営者（独立） 407 10.5
技術者（施工管理技士等） 397 10.2
特にない 1,794 46.3
その他 173 4.5
計 3,875 100.0

 
 

(2)年齢階層別にみると、「一人前の職人・技能工」を仕事上の目標とする比率は「15

～19 歳」と「20～24 歳」で 40％を超え、年齢が上がるにつれ低下傾向を示してい

る。一方、「経営者（独立）」は「30～34 歳」、「技術者（施工管理技士等）」は「25

～29 歳」が最も比率が高い（図表 54）。 

 

図表 54 年齢階層別仕事上の目標 

(%)
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44.2

44.4

35.8

27.1

25.8

23.5

18.9

15.4

12.7
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6.0
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3.5
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4.0

5.6

4.2

10.5

8.4
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16.6

17.3

13.8

9.1

9.0

7.8

3.6

3.1

10.3

7.4

7.5

16.0

14.6

12.3

11.8

12.1

6.5

5.9

3.1

46.3

27.4

27.6

25.3

31.9

41.5

47.3

50.8

62.5

67.5

71.9

84.7

4.5

8.4

3.9

3.4

3.8

4.0

4.8

5.4

3.9

4.7

6.7

5.6

2.7

1.4 1.4

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n=3,852)

15～19歳 　(n=   95)

20～24歳 　(n=  333)

25～29歳 　(n=  506)

30～34歳 　(n=  520)

35～39歳 　(n=  349)

40～44歳 　(n=  374)

45～49歳 　(n=  423)

50～54歳 　(n=  618)

55～59歳 　(n=  338)

60～64歳 　(n=  224)

65歳以上 　(n=   72)

１．一人前の職人・技能工 ２．職長（世話役等） ３．経営者（独立）
４．技術者（施工管理技士等） ５．特にない ６．その他
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Ⅵ．教育訓練等 
１．過去３年間における教育訓練の有無 
過去３年間で、技能等に関する教育訓練（日常の仕事を通じての教育は含まない）を受けましたか
（○は１つ）。 

 

(1)過去３年間で教育訓練を「受けた」者は 45.4％を占めている（図表 55）。 

 

図表 55 過去３年間における教育訓練の有無 

n=8,223

受けた
45.4%

受けて
いない
54.6%

 

回答者数 構成比
受けた 3,731 45.4
受けていない 4,492 54.6
計 8,223 100.0

 
(2)工事種類別にみると、「土木」の工事に携わる者は、「建築」の工事に携わる者

より、教育訓練を受けた比率が高い（図表 56）。 

 

図表 56 工事種類別過去３年間における教育訓練の有無 

(%)

45.2

53.0

41.8

54.8

47.0

58.2

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n=7,705)

土木 　　　(n=2,388)

建築 　　　(n=5,317)

１．受けた ２．受けていない

 

 

(3)職位別にみると、「職長」は、「その他」の者よりも教育訓練を受けた比率が高

い（図表 57）。 

 

図表 57 職位別過去３年間における教育訓練の有無 

(%)

45.7

56.7

40.0

54.3

43.3

60.0

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n=6,999)

職長 　　　(n=2,357)

その他 　　(n=4,642)

１．受けた ２．受けていない
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(4)従業員規模別にみると、従業員規模が大きくなるにつれ教育訓練受講者比率は

高くなっている（図表 58）。 

 

図表 58 従業員規模別過去３年間における教育訓練の有無 

(%)

45.4

35.4

36.9

40.9

46.0

50.2

57.8

37.4

54.6

64.6

63.1

59.1

54.0

49.8

42.2

62.6

0 20 40 60 80 100

有効回答計 (n=8,090)

１人 　　　(n=  263)

２～４人 　(n=  928)

５～９人 　(n=1,676)

10～29人 　(n=2,713)

30～99人 　(n=1,507)

100人以上  (n=  832)

わからない (n=  171)

１．受けた ２．受けていない
 

 

 

２．教育訓練を受けていない理由 
（過去３年間で、技能等に関する教育訓練を受けていない者のみ対象） 

 

(1)教育訓練を受けていない理由は、「教育訓練を受ける機会がなかった」が 61.3％

と最も多い（図表 59）。 

 

図表 59 教育訓練を受けていない理由 

n=3,943 その他
5.4%教育訓練は

必要
なかった
20.2%

教育訓練の
機会は
あったが、
費用が
高かった
5.5%

教育訓練を
受ける
機会が
なかった
61.3%

教育訓練の
機会は
あったが、
受けたい
ものが
なかった
7.6%

 

回答者数 構成比
教育訓練を受ける機会が
なかった

2,417 61.3

教育訓練の機会はあったが、
費用が高かった

215 5.5

教育訓練の機会はあったが、
受けたいものがなかった

299 7.6

教育訓練は必要なかった 798 20.2
その他 214 5.4
計 3,943 100.0
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(2)年齢階層別にみると、「教育訓練を受ける機会がなかった」と答えた者は、「20

～24 歳」が 77.1％と最も高く、年齢が上がるにつれ、その比率は低下傾向を示し

ている。逆に「教育訓練は必要なかった」と答えた者は、「20～24 歳」で 9.9％と

最も低く、年齢が上がるにつれ増加傾向を示している（図表 60）。 

 

図表 60 年齢階層別教育訓練を受けていない理由 
(%)
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有効回答計 (n=3,915)

15～19歳 　(n=  124)

20～24歳 　(n=  362)

25～29歳 　(n=  487)

30～34歳 　(n=  506)

35～39歳 　(n=  359)

40～44歳 　(n=  391)

45～49歳 　(n=  450)

50～54歳 　(n=  586)

55～59歳 　(n=  343)

60～64歳 　(n=  221)

65歳以上 　(n=   86)

１．教育訓練を受ける機会がなかった ２．教育訓練の機会はあったが、費用が高かった
３．教育訓練の機会はあったが、受けたいものなかった ４．教育訓練は必要なかった
５．その他

 
 

(3)請負階層別にみると、「教育訓練を受ける機会がなかった」は「元請業者」が最

も低く（54.4％）、請負階層が下位になるにつれ高くなる傾向がある（図表 61）。 

 

図表 61 請負階層別教育訓練を受けていない理由 
(%)
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21.9
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2.7
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有効回答計 　(n=3,787)

元請業者 　　(n=  250)

１次下請 　　(n=1,546)

２次下請 　　(n=1,514)

３次下請 　　(n=  415)

４次下請以下 (n=   62)

１．教育訓練を受ける機会がなかった ２．教育訓練の機会はあったが、費用が高かった
３．教育訓練の機会はあったが、受けたいものなかった ４．教育訓練は必要なかった
５．その他
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３．教育訓練を受けた回数 
何回位、受けましたか（○は１つ）。 

（過去３年間で、技能等に関する教育訓練を受けた者のみ対象） 

 

(1)過去３年間の教育訓練の回数は、「１回」の比率が 37.9％と最も高い（図表 62）。 

 

図表 62 教育訓練を受けた回数 

n=3,571

１回
37.9%

２回
28.5%

５回以上
11.5%

４回
3.2%

３回
19.0%

 

回答者数 構成比
１回 1,354 37.9
２回 1,016 28.5
３回 677 19.0
４回 115 3.2
５回以上 409 11.5
計 3,571 100.0

 
 

 

(2)請負階層別に見ると、「１回」と答えた者の比率は、「元請業者」が 32.0％で最

も低く、請負階層が下位になるにつれ高くなる。逆に、「５回以上」の比率は「元

請業者」が 17.2％で最も高く、請負階層が下位になるにつれ低下傾向にある（図

表 63）。 

 

図表 63 請負階層別教育訓練を受けた回数 
(%)
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42.9
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29.9

28.8

30.3

19.0

24.2
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16.9
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13.5

3.1
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3.0

3.2

3.6

3.4
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17.2

11.2

11.9

7.8

6.7
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有効回答計 　(n=3,427)

元請業者 　　(n=  244)

１次下請 　　(n=1,514)

２次下請 　　(n=1,247)

３次下請 　　(n=  333)

４次下請以下 (n=   89)

１回　 ２回　 ３回　 ４回　 ５回以上
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４．訓練実施主体（複数回答可） 
どこが実施する訓練でしたか（複数回答可）。 

（過去３年間で、技能等に関する教育訓練を受けた者のみ対象） 

 

訓練実施主体別にみると、「元請会社が実施する訓練」と答えた者は 1,499 人

（40.2％）と最も多く、次いで、「公共教育訓練機関が実施する訓練」が 896 人（24.0％）、

「自分の会社が実施する訓練」が 803 人（21.5％）と上位を占めている（図表 64）。 

図表 64 訓練実施主体（複数回答可） 

１．自分の会
社が実施する
訓練

２．元請会社
が実施する訓
練

３．１，２以
外の会社が実
施する訓練

４．業者団体
等が実施する
訓練

５．公共教育
訓練機関が実
施する訓練

６．その他
回答総数 回答者数 無回答 対象者数

回答数 803 1,499 262 786 896 53 4,299 3,517 214 3,731
回答率（％） 21.5 40.2 7.0 21.1 24.0 1.4 - - - -

(人)

803

262

786

1,499

53

896

0

500

1,000

1,500

2,000

１．自分の会社が
実施する訓練

２．元請会社が
実施する訓練

３．１，２以外の
会社が

実施する訓練

４．業者団体等が
実施する訓練

５．公共教育
訓練機関が
実施する訓練

６．その他

 

 

５．教育訓練の内容（複数回答可） 
教育訓練の内容は（複数回答可）。 

（過去３年間で、技能等に関する教育訓練を受けた者のみ対象） 

 

(1)教育訓練の内容は、「資格取得のための訓練」と答えた者は 1,760 人（47.2％）

と最も多く、次いで、「安全衛生教育」が 1,277 件（34.2％）、「職長になるための

訓練」が 934 件（25.0％）と続いている（図表 65）。 

図表 65 教育訓練の内容（複数回答可） 

①初心者対象の基
礎的な技能訓練

②今の技能水準を
向上させる訓練

③職種を変わるた
めの訓練

④多能工の訓練 ⑤職長になるため
の訓練

⑥新しい工法を習
得するための訓練

⑦資格取得のため
の訓練

回答数 573 598 74 111 934 303 1,760

回答率（％） 15.4 16.0 2.0 3.0 25.0 8.1 47.2

⑧安全衛生教育 ⑨施工管理の教育 ⑩その他 回答総数 回答者数 無回答 対象者数

回答数 1,277 384 66 6,080 3,610 121 3,731

回答率（％） 34.2 10.3 1.8 - - - -

(人)

573

74 111 66

1,760

598

1,277

303

934

384

0

500

1,000

1,500

2,000

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
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(2)教育訓練の内容で上位にあげられたものを年齢階層別にみると、「資格取得のた

めの訓練」は「20～24 歳」が 61.3％と最も高く、それ以降、年齢が上がるにつれ

低下傾向を示している。「安全衛生教育」は、20 歳以上の各年齢層で同程度（30～

40％）の受講者比率である。また、「職長になるための訓練」は「30～34 歳」が 31.4％

と最も高くなっている（図表 66）。 

 

図表 66 年齢階層別教育訓練の内容（複数回答可） 

１．初心者対象の基礎的な技能訓練

35.6
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５．職長になるための訓練

6.8

19.8
26.1

31.4 29.8 26.5 27.8
21.0 23.4

16.3 17.6

0

20

40

60

80

（％） ７．資格取得のための訓練
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56.6

52.5
43.8 47.1 43.5

38.3 36.2
31.9

25.5

0

20

40

60

80

（％）

８．安全衛生教育

13.6

30.6 32.8 32.8
37.1 34.0

40.3
35.5 36.8

31.1 33.3

0

20

40

60

80

（％）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

① 15～19歳 ② 20～24歳 ③ 25～29歳

④ 30～34歳 ⑤ 35～39歳 ⑥ 40～44歳

⑦ 45～49歳 ⑧ 50～54歳 ⑨ 55～59歳

⑩ 60～64歳 ⑪ 65歳以上
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６．資格取得等の結果（複数回答可） 
教育訓練を受け資格取得等の結果、処遇の向上等がありましたか（複数回答可）。 

（過去３年間で、技能等に関する教育訓練を受けた者のみ対象） 

 

資格取得等の結果は、「特に何もなかった」と答えた者が 2,882 人（77.2％）と最

も多い。一方、「資格手当がついた」と答えた者は 178 人（4.8％）、「社内表彰や記念

品の贈与があった」は 153 人（4.1％）であった（図表 67）。 

 

図表 67 資格取得等の結果（複数回答可） 

社内表彰や
記念品の贈
与があった

褒賞金等
（一時金）
をもらった

資格手当が
ついた

給料（基本
給等）が上
がった

賞与(ボーナ
ス)が増えた

昇進した その他 特に何もな
かった 回答総数 回答者数 無回答 対象者数

回答数 153 60 178 100 25 119 54 2,882 3,571 3,468 263 3,731
回答率（％） 4.1 1.6 4.8 2.7 0.7 3.2 1.4 77.2 - - - -

(人)

153
178

100
54

25

119
60

社内表彰や
記念品の

贈与があった

褒賞金等
（一時金）
をもらった

資格手当が
ついた

給料
（基本給等）
が上がった

賞与
(ボーナス)
が増えた

昇進した その他 特に何も
なかった

2,882

 

 

７．訓練機会の増減 
３年前と比べて、教育訓練を受ける機会は増えましたか（○は１つ）。 

（過去３年間で、技能等に関する教育訓練を受けた者のみ対象） 

 

(1)３年前と比べ教育訓練を受ける機会が「ほとんど変わらない」と答えた者は

42.9％と最も多く、次いで、「少し増えた」が 24.8％を占めている（図表 68）。 

 

図表 68 訓練機会の増減 

n=3,596

少し増えた
24.8%

少し減った
4.4%

かなり
減った
5.5%

よくわから
ない
15.7%

かなり
増えた
6.6%

ほとんど
変わら
ない
42.9%   

回答数 構成比
かなり増えた 239 6.6
少し増えた 893 24.8
ほとんど変わらない 1,542 42.9
少し減った 160 4.4
かなり減った 196 5.5
よくわからない 566 15.7
計 3,596 100.0
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(2)年齢階層別にみると、教育訓練の機会が「かなり増えた」と「少し増えた」を

合わせた比率は、45 歳以上では 44 歳以下と比べやや高くなっている（図表 69）。 

 

図表 69 年齢階層別訓練機会の増減 
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2.2
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有効回答計 (n=3,559)

15～19歳 　(n=   58)

20～24歳 　(n=  325)

25～29歳 　(n=  595)

30～34歳 　(n=  562)

35～39歳 　(n=  363)

40～44歳 　(n=  336)

45～49歳 　(n=  392)

50～54歳 　(n=  479)

55～59歳 　(n=  283)

60～64歳 　(n=  122)

65歳以上 　(n=   44)

１．かなり増えた ２．少し増えた ３．ほとんど変わらない
４．少し減った ５．かなり減った ６．よくわからない

 

 

 

８．教育訓練の費用負担 
あなたが受けた教育訓練に要した費用は、誰が負担しましたか（○は１つ）。 

（過去３年間で、技能等に関する教育訓練を受けた者のみ対象） 

 

(1)教育訓練に要した費用は、「会社が全額負担した」が 71.0％を占め最も高い（図

表 70）。 

 

図表 70 教育訓練の費用負担 

n=3,551
その他
3.9%

会社が
全額
負担した
71.0%

自分が
全額
負担した
17.9%

会社と
自分が
折半した
7.2%

 

回答者数 構成比
会社が全額負担した 2,522 71.0
自分が全額負担した 634 17.9
会社と自分が折半した 255 7.2
その他 140 3.9
計 3,551 100.0
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(2)請負階層別にみると、「会社が全額負担した」という回答の比率は「元請業者」

が 81.1％と最も高く、請負階層が下位になるにつれ低下している（図表 71）。 

 

図表 71 請負階層別教育訓練の費用負担 

(%)
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81.1
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8.6
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22.3
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3.9
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2.9

2.9

6.3

27.5
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有効回答計 　(n=3,410)

元請業者 　　(n=  243)

１次下請 　　(n=1,516)

２次下請 　　(n=1,224)

３次下請 　　(n=  336)

４次下請以下 (n=   91)

１．会社が全額負担した ２．自分が全額負担した ３．会社と自分が折半した ４．その他
 

 

 

 

９．教育訓練を受ける必要性 
今後、あなたは教育訓練を受ける必要があると思いますか（○は１つ）。 

 

(1)教育訓練を受ける必要性について、「強く思う」と「思う」の合計が半数を占め

ている（図表 72）。 

 

図表 72 教育訓練を受ける必要性 

n=8,250
強く思う
12.0%

思う
38.8%

全く
思わない
5.0%

あまり
思わない
14.9%

どちらとも
いえない
29.2%  

回答者数 構成比
強く思う 994 12.0
思う 3,200 38.8
どちらともいえない 2,408 29.2
あまり思わない 1,233 14.9
全く思わない 415 5.0
計 8,250 100.0
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(2)年齢階層別にみると、「強く思う」と「思う」を合わせた比率は、「25～29 歳」

が 62.1％と最も高く、49 歳までは５割を超えている（図表 73）。 

 

図表 73 年齢階層別教育訓練を受ける必要性 
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(3)「職長」は「その他」の者と比べ、「強く思う」と「思う」を合わせた比率が高

い（図表 74）。 

 

図表 74 職位別教育訓練を受ける必要性 
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(4)従業員規模別にみると、従業員規模が大きくなるにつれ教育訓練が必要である

と思う比率が高くなっている（図表 75）。 

 

図表 75 従業員規模別教育訓練を受ける必要性 
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10．教育訓練を必要とする理由 
教育訓練を受ける必要があると思う理由は何ですか（○は１つ）。 

（教育訓練を受ける必要について、「強く思う」、または「思う」と答えた者のみ対象） 

 

(1)教育訓練を必要とする理由は、「技能の幅を広げたい」が 44.2％と最も高く、次

いで、「今の技能を磨きたい」が 18.1％、「収入を増やしたい」が 15.5％の順とな

っている（図表 76）。 

 

図表 76 教育訓練を必要とする理由 

n=3,842
その他
3.1%

会社の中で
出世したい
1.5%

将来独立
したい
4.6%

収入を
増やしたい
15.5%

今の仕事を
早くおぼえ
たい
12.9%

今の技能を
磨きたい
18.1%

技能の幅を
広げたい
44.2%

 

回答者数 構成比
今の仕事を早くおぼえたい 496 12.9
今の技能を磨きたい 696 18.1
技能の幅を広げたい 1,699 44.2
収入を増やしたい 596 15.5
会社の中で出世したい 59 1.5
将来独立したい 178 4.6
その他 118 3.1
計 3,842 100.0
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(2)年齢階層別にみると、「技能の幅を広げたい」という回答は、「35～39 歳」、「40

～44 歳」、「45～49 歳」、「50～54 歳」で 50％を超え、高い結果となっている。また、

「今の仕事を早くおぼえたい」という回答は「15～19 歳」が最も高い（図表 77）。 

図表 77 年齢階層別教育訓練を必要とする理由 
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15～19歳 　(n=  115)

20～24歳 　(n=  396)

25～29歳 　(n=  653)

30～34歳 　(n=  585)

35～39歳 　(n=  402)

40～44歳 　(n=  391)

45～49歳 　(n=  415)

50～54歳 　(n=  451)

55～59歳 　(n=  273)
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65歳以上 　(n=   38)

１．今の仕事を早くおぼえたい ２．今の技能を磨きたい ３．技能の幅を広げたい
４．収入を増やしたい ５．会社の中で出世したい ６．将来独立したい
７．その他

 
 

11．希望する教育訓練（複数回答可） 
今後、どのような教育訓練を希望しますか（複数回答可）。 

（教育訓練を受ける必要について、「強く思う」、または「思う」と答えた者のみ対象） 
 
今後、希望する教育訓練は、「資格取得のための訓練」が 1,942 人（46.3％）と最

も多い。次いで、「今の技能水準を向上させる訓練」が 1,521 人（36.3％）、「新しい工

法を修得するための訓練」が 935 人（22.3％）と続いている（図表 78）。 

図表 78 希望する教育訓練（複数回答可） 

初心者対象の基礎
的な技能訓練

今の技能水準を向
上させる訓練

職種を変わるため
の訓練

多能工の訓練 職長になるための
訓練

新しい工法を習得
するための訓練

資格取得のための
訓練

回答数 407 1,521 165 531 448 935 1,942

回答率（％） 9.7 36.3 3.9 12.7 10.7 22.3 46.3

安全衛生教育 施工管理の教育 その他 回答総数 回答者数 無回答 対象者数

回答数 658 762 74 7,443 4,047 147 4,194

回答率（％） 15.7 18.2 1.8 - - - -
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